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1、　はじめに
　内部統制に関する情報開示をいかに制度化するか，なかでも，外部監査人を
してどのようにその枠組みに位置付けるか一。アメリカ監査の領域で，以前
から重要な問題として認識され，近年では経営者不正との関係でより一層の議
論をよんでいたこのテーマに，最近，一定の制度的枠組みが与えられ㍍すな
わち，内部統制についての経営者報告書を作成・公表するためのガイドライン
が示され，それに続いて，経営者報告書における経営者の主張を監査人がアテ
スト（atteSt）する際の基準が公表されたのである。もっとも，この枠組みは
スタートしたばかりで，現在のところ，新たなシステムのテスト期間とでもい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　443
　28　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　早乖嗜田1蓄学第368号
うべき時期にある。今後は，さまざまな形での実証研究を通じて，システムの
有効性が問われてゆくであろう。
　ここで留意すべきは，現行システムの成立に至るまでの経緯を問うことの重
要性である。これまでの議論の焦点を明らかにし，上述の問題の解決策とされ
ている現在の枠組みにおいて，本当に，問題が全面的に解決されたといえるの
かどうかを検討することが重要だと思われる。本論文では，現在の制度的枠組
みに至る歴史的経緯を，監査人による内部統制報告書問題に焦点を絞って検討
する。
　監査人による内部統制報告書問題の歴史的経緯を現時点で振り返ると，二つ
の大きなメルク・マールがあったことに気付く。それは，1977年の『海外不正
支払防止法』（肋F舳妙Co舳μPγαc童伽∫〃；以下，FCPAという）」の制定
と，1991年の『違邦預金保険公社改革法』（肋肋伽ωDψo∫｛〕㈱〃γα舳
0oゆ㎝σ肋刎（F1）10）肋仰〃2伽〃〃；以下，同社をFDIC，改革法をFDICIAと
いう）の制定である。これら二つの法律の制定が，内部統制報告書問題に，大
きな展開をもたらす契機となったといえよう。以下において，簡単に整理して
みよう。
　まず，FCPAの制定は，広く内部統制間題全般にとって非常に大きな出来事
であった。FCPAは，政治資金等に関わる相次ぐ企業の不正に対処する目的で
制定され，証券取引委員会（Se㎝rities　and　Excha㎎e　Commissio皿；以下，SEC
という）の規制を受けるすべての企業に内部会計統制の整備を義務付けた。し
たがって，同法の制定後は，SECが，経営者と監査人による内部統制報告を
義務づけることによって，両者の責任を明確化しようとイニシアティヴを取り
始めることになる。それに対してアメリカ公認会計士協会（American　Institute
oi　Certiaed　Public　A㏄㎝ntants；以下，AICPAという）を中心とする会計プ1コ
フェッションの側でも，当時顕在化していた期待ギャッブ解消の議論を通じて，
内部統制に関する考え方を大きく転換し，新たな監査基準書（Statements㎝
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Auditi㎎Standards；以下，SASという），いわゆる新SASωを公表するととも
に，SECの提案への対応をはかることになった。このように，FCPAの制定
以降，内部統制報告書の制度化を推進しようとするSECと，SECの提案等に
対応を追られるプロフェッションという構図が現出したのである。後述するよ
うに，その後SECは，プロフェッション側による自主的規制の動向を見守る
方針に立場を転換し，かわって議会や会計検査院（General　Acco㎜ti㎎Ofnce；
以下，GAOという）がイニシアティヴをとるようになる。しかし，内部統制
報告書の制度化問題は，現在まで一貫して，規制当局の動向とそれに対応する
会計プロフェッションという構図で提えることができるのである。
　一方のFDIC1Aも，FCPAに匹敵するほどの大きな転換点であった。
FD五CIAは，1980年代の金融機関の経営破綻を契機として議会での審議が始
まった法律（案）であり，FDlCの構造改革および連邦預金保険機構に加入し
ている金融機関への規制強化を目的としている。その規制強化の方策として同
法は，大規模金融機関に，内部統制に関する経営者報告書と，同報告書で経営
者が示した見解に対する監査人によるアテステーション（atteStati㎝）の作
成・公表を求めている。同法が制定される以前にも，SAS　No．20やそれに替
わるSAS　No．60などのように，アメリカの監査実務において旧くから行わ
れてきたマネジメント・レター（manag㎝㎝t1etter）の憤行を，監査人から経
営者への通知に関する規定として制度化したものはある。それに対して
FDICIAでは，規制対象は金融機関に限られていたものの，一般への開示を目
的として，内部統制報告書の作成・公表およびそれに対する監査人のアテス
テーションが義務づけられたのである。さらに，議会やGAOは，数年にわた
る同法の審議過程ならびに法案成立後に繰り広げられた議論の中で，すべての
公開企業に同様の規定を設けようと図った。それに対してプロフェッション側
では，それらの議論において自らの立場を表明するとともに，自主的規制のた
めの検討を進め，最終的に前述の三つの公表物による公開企業全体を規制対象
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とする制度的枠組みが成立したのである。このように，FDICIAの成立を機に，
内部統制報告書問題は一般化の段階に入ったということができよう。
　以上のようにまとめられる内部統制報告問題に関る二つの法律の制定とその
後の展開過程のうち，前者については，前稿（町田，1994，pp．45－50）におい
て検討した。本論文では，後者に範囲を絞って議論を進めてゆくことにする。
まず次節において，FDIC1Aに先立つSECと議会の動向を整理する。次に，
第3節でFDICIAの意義と成立経緯，第4節ではFDIClA成立後の議論を検
討する。それらの検討内容を踏まえて，最後に，内部統制報告書問題の焦点を
明らかにし，内部統制報告書に関する現在の枠組みが最終的なものとなりうる
のか，またそうでないとすれば，いかなる問題があると考えられるのかについ
て言及したい。
2．前　史
2－1S週Cの動向
　SECは，FDICIAの成立以前に，二度にわたって，一般向けの肇査人による
内部統制報告書の作成・公表を提案している。まず，1979年4月には，「経営
者による内部統制報告書」（“Statement　of　Management　on　Intemal　A㏄㎝nti㎎
C㎝trol”：Release　No．34－15772）という提案を公表し，その申で，経営者によ
る内部統制報告書を開示するとともに，それに対する監査（eXamine）を実施
することを提案した｛2〕。しかしこの提案は，実施コストの点および監査人の責
任を拡大するという点で，会計プロフェッションを中心として多くの関係者の
批判を受けたバECは，1980年6月に提案を一時棚上げにし（Release　No．34－
16877；ASR278），その後，1982年1月に次のような理由によって廃案とした
（Release　No．34－18451；ASR305）。
「企業にとっての内部統制に関する有効なシステムの重要性が滅少したわけではな
いが，本委員会は現在，そのようなシステムについての開示を求める規定の必要は
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　　ないと考えている。本委員会は現在，ASR278の発行以来の展開から見て，プラ
　　イベートセクターがそのような開示の必要性および性格を決定すべきであると考え
　　ている。本委員会は，この結論に達するに当って，この領域におけるプライベート
　　セクターの大きなイニシアティヴとともに，大企業の証券保有者に対する経営者報
　　告書の数が増えていることを考慮した。」
　この廃案理由には注意する必要がある。まず第1に，1982年当時，経営者報
告書に牟いて内部統制についての陳述を開示する慣行が普及していたことが述
べられている。これは，1979年の提案によってもたらされた効果といえよう。
そのような自主的開示の普及は，SEC提案の撤回を導いただけではなく，後
に現在の内部統制報告の枠組みが成立する基盤となったのである。また，この
廃案理由の中でSECは，会計プロフェッション側の自主的規制を見守る立場
を示している。後述するように，議会による内部統制報告書制度化の動きの中
で，SECはこれと同様の見解を示して，直接SECが規制を行うことに反対し
ている。したがって，この見解は，その後のFDICIAの議論にまで通じる
SECの基本的立場となったといえよ㌔
　SECによる二度目の提案は，1988年の一「経営者の責任についての報告」
（“ReportofManagement’sResp㎝sibilities”；Re1easeNo，33－6789）である＝3〕。そ
こでは，各企業に対して，経営者報告書において，
　・最も，最近の会計年度における内部統制構造の有効性に対する経営者の評
　　価，
　・内部統制構造に関する，内部および外部監査人による重要な勧告に対する
　　経営者の対応，
　・経営者が財務諾表の作成および内部統制システムの設定・維持に責任をも
　　つこと，
を表示するよう求めるとともに，監査人に対しては，それらの点についてのア
テストを行うこと，を求めている。
　この提案は，当時普及していた経営者報告書の慣行を取り入れている点を除
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いて，ほぼ1979年提案と同様の内容といえる。SECが再び提案を行った理由
の一つとしては，AICPAの監査墓準審議会（Auditing　Standards　Board）に
よって1985年以来進められていた新SAS設定のプロジェクトが，最終的に，内
部統制報告の問題については，コーエンならびにトレッドウェイ両報告書の勧
告内容をほとんど実現しなかったことに対する不満があったと考えられる。ま
たSECは，同提案の申で，監査人は「内部統制の設定に関する問題点やその
運用において重要な欠陥が生じる多くの状況を認識できる立場にいるはずであ
る」との見解も示している。
　その後この提案も，監査人の勧告への経営者の対応の關示規定と，監査人の
アテストの規定が，関係者からの多くの反対を受け，最終的なルールの公表に
至っていない。最終的なルールが公表されなかった翼由は，FDICIAの法案審
議を見守るという配慮，および，プロフェッション側で進められていたガイド
ライン作業作成の成果（後述のCOSO報告書）を取り入れるためであるとい
われている（Verschoor，1991）。AICPAも当時，提案に対する反対意見として，
次のような見解を示している。すなわち，AICPAは，
　・経営者および監査人が内部統制の宥効性について一貫して判断できるため
　　の基準を，COSOが作成中であること，
　・ASBが独立の監査人が内部統制について報告する際の明確な指針を作成
　　中である，
という点から，SECの提案は時期尚早と主張したのである（Anonimous　artic1e，
1989）。このような経過からSECは，内部統制報告書の制度化についてイニシ
アティヴを一時的に棚上げし，議会および会計プロフェッションの動向を見守
る立場をとったのである。
2－2議会の動向
　議会においては，FDICIA以前にも，内部統制報告書の制度化の動きがあっ
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た。まず1988年には，下院のエネルギー・商業委員会の監視・調査小委員会
（the　Subcommittee　o皿Oversight　and　Investigations　of　the　Committee　on　E皿ergy
and　Commerce）のディンゲル（Di㎎ell，John　D、）委員長が，SECに対して，
次のように要求している。すなわち，SECが現在の権隈を行使して，規則
（ru1e）または規定（regulati㎝）によって，内部統制報告に関するトレッド
ウェイ委員会の勧告を実施することは可能かどうか，を明らかにするよう求め
たのである。これはSECに，内部統制報告のイニシアティブをとるよう求め
たものと読み取れるであろう。それに対する解答として，SECは，会計プロ
フェッションの自主的規制を見守る立場を表明しているが，同年，前述したよ
うな再提案を行っており，この経緯は，議会とSECの関係を考える上で興味
深い。
　続いて翌1989年には，GAOが，『貯蓄貸付組合救済法案』（伽∫ω伽g∫α例d
Loα物λ∬06伽伽Bα伽閉｛〃）を提案している。そこでは，経営者と監査人に
対して，内部統制および法規への準拠についての報告が求められていた。この
規定部分は，最終法案では削除され，実施されることはなかったが，FDICIA
成立後に本格化するGAOのイニシアティヴの端緒として捉えることができよ
う。
　また，1990年には，ワイデン（Wyden，R㎝）下院議員，下院の通信・金融
小委員会（House　Te1ecomm㎜ication　and　Finan㏄Subcommittee）委員長マー
キー（Markey，Edward），および上述のディンゲル議員が，『財務上の不正の発
見および開示に関する法案』岬伽鮒細げ伽dD召㈱㎞刮砧1）｛sむ105舳んサ；
H．R，3159）を議会に提出したω。それは，theFDICImprovementAct同様，
経営者と監査人に，公開企業の内部統制構造に関する報告を求めるものであっ
た。同法案における問題点は，次の2点にまとめられよう（Verschoor，1991）。
まず第ユの点は，そのような報告を行うことによって公開企業に生じるコスト
が，報告によって投資家等にもたらされる便益を上回るという趣旨の反対意見
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が表明されたことである。このコストの問題は，SEC提案に対する反対意見
にも見られたように，内部統制報告聞題における一貫した論点といえよう。ま
た第2の点は，その法案によれば，監査人は違法行為を報告するという新しい
責任を負うと規定されていたものの，一方で，内部統制の欠陥について見落と
しがあったことによって生じた損害について，その行動が誠実に行われていた
ならば，法的責任を負わないことも規定されていたことである。これには，同
法案の作成に協力した監査事務所やAICPAの見解，すなわち監査責任の拡張
を回避し企業の破産に伴う訴遣を免れたいという意識に基づく見解が強く影響
していると考えられる。法案への反対意見として，このような免責規定のもと
での効果に疑念が示されたのは当然のことであろう。結局，同法案は，同年10
月に下院を通過したが，上院において支持を得られず失効し，成立には至らな
かっだ5〕。
3．FDICIAの成立経緯
3－1法案提出の背景
　1980年代に発生した，S＆Lを申心とする金融機関の経営破綻問題は，議会
においても大きな懸案であった。議会は金融機関に対する規制改革に着手し，
1989年に『金融機関の改革，復興および強制執行に関する法律』（伽F伽鮒伽
∫鮒伽ま㎞灰ψ肌地6ω仰α閉6Eψκ榊棚ルf：FIRREA）を成立させた。次に
闘題となったのが，FDICの改革である。
　当時，金慰機関の清算に備えて，銀行保険基金（the　Bank　Insurance　Fmd）｛6〕
に公的資金を投入する必要があった。しかし，将来再びS＆L問題のような
経営破綻が起きた場合には，またもや預金保険の支払のために税金である公的
資金を投入することになる。そこでGAOは，基金への追加的資金投入に併せ
て，FDICの構造，監督および規制に関する大規模な変更と，預金保険機構に
保護されている金融機関の財務報告システムの強化策を提案した。その提案こ
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そが，後にFDICIAとなる法案である。事実，FDICIAにおいて車，、目的の一
つとして，「保険に加入している金融機関の監督および調査を改善すること」
があげられている　（House　Report　No．102－330，p．95）。
　このように，改革の焦点は，納税者が銀行の破産によって負担を被る危険牲
を減少させることにあった。それが内部統制報告の制度化に緒び付くのは次の
ような論理からである。まず，金融機関の経営破綻を防ぐには，その大きな原
因となりうる経営者不正に対処しなくてはならない。経営者不正は内部統制の
枠外で起こると解される。したがって，従来のように，ただ内部統制の有効な
システムを策定・維持するだけでは不十分である。コーポレート・ガヴァナン
ス（Corporate　Govemance）の確立によって，内部統制の機能との整合化のう
えで、経営者不正に対処する必要がある。そのような視点に立つとき，内部統
制に対する経営者の責任の明確化をはかり，それを外部に報告させることが求
められる。また監査人についても，コーポレート・ガヴァナンス強化の一手段
として位置付けられ，従来のように単なるサービスの一つとして内部統制の欠
陥を経営者に通知するというのではなく，より積極的に内部統制の欠陥の発見
に関与するように，内部統制報告が義務付けられるのである。FDlCIAの内部
統制報告規定は，このような論理から導かれたものといえる。，
　ここで注意しなくてはならないのは，この論理は，コーポレート・ガヴァナ
ンスを強化するという観点から出発しており，内部統制報告書の利用者にとっ
ての便益ないし有用性といった目的への適合性は勘酌されていないように恩わ
れる。また，かつてSEC提案に対する反対理由にあった，企業［＝金融機
関］にとってのコストについても考慮の外である。さらに，少なくともこの法
案提出の趣旨としては，監査および監査人を内都統制の欠陥の発見に有効な一
手段として位置付けているといえよう。これらの点については，後段で改めて
検討したい。
451
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3－2FDlCIAの内容
　FDIαA（Public　Law102－242）は，1991年12月に成立し，1992年12月31日よ
り後に始まる会計年度から適用されている。同法は，先に述べたように，
FDICの構造，監督および規制に関する改箪規定と，金融機関の財務報告シス
テムに関する規定からなる。そのうち，内部統制報告に関する規定は以下のよ
うなものである。
sect三〇皿36（b）：
　　経営者は，
　　（1〕適切な内部統制構造および財務報告手続を策定・縫持することについ
　　　ての経営者の責任の表明，
　　（2〕そのような内部統制構造および手続の有効性についての評定，
　を含む報告を行わなくてはならない。
section36（c）：
　　金融機関における独立の公認会計士は，section36（b）で求められた報告に
　含まれる金融機関の経営者の主張について，アテストし，別途，報告しなく
　てはならない。その際，一般に認められたアテステーション契約基準
　（gemrauyacceptedsta聰dardsforattestati㎝e㎎age㎜ent：GASAE）に従って
　作成されたアテステーションでなければならない。
’はじめに述べたように，ここで規定されているのは，従来のマネジメント・
レターの制度化問題，すなわち，監査の過程で監査人が発見した内部統制の欠
陥を経営者に通知するといった内部的な報告問題ではなく，監査人による一般
向けの内部統制報告書である。したがって，この規定によって，金融機関の監
査に当っての監査人の責任範囲の拡大がもたらされたといえよう。さらには，
後に述べるように，この規定は公開企業一般におけ乏内部統制報告書の制度化
の前兆とでもいうべきものであり，一般的な監査責任の拡大につながるもので
あったといえる。
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　また，法律の施行に当たっては，実務上の具体的な問題に対処するための詳
細な規定が必要になる。上記の条文の中にもアテステーション基準への言及が
あるように，FDIClAは，これらの規定の実施の基礎として，会計プロフェッ
ションによる枠組みを想定している。その枠組みとは，1992年9月に，トレッ
ドウェイ・プロジェクトの後援団体（Committee　of　Sp㎝soring　Organizations
of　the　Treadway　Commission：COSO）｛7〕から公表されたいわゆるCOSO報告書，
『内部統制一包括的フレームワーク』（〃〃〃0㎝肋1一〃螂α吻肋伽刎oγ后）
と，1993年にASBが公表した二つのアテステーション契約基準書（Statement
㎝Standards　for　Attestati㎝E㎎agem㎝ts：SSAE），すなわち，SSAE　No．2『財
務報告に関する企業の内部統制構造の報告』（肋oγε惚㎝α〃幽物）仇エ2㎜l
C㎝肋’∫肋伽”0榊”伽伽刎地〃脇g）およびSSAE　No．3『準拠性アテス
テーション』（0o妙肋伽〃鮒α肋例）である。COSO報告書は，経営者報告書
の作成に当ってのガイドラインであり，そのひな型が示されている。また，
SSAE　No．2は，従来のSAS　No，30『内部会計統制についての報告』（地卿肋g
㈱〃〃伽川む舳悦伽g　o㎝肋1）に替わるもので，内部統制構造の有効性に関す
る経営者報告書の主張の妥当性を，公認会計士が調査し報告するという契約に
ついて規定し下おり・SSAE　No・3では，関連する法規への準拠の問題が扱わ
れている。
3－3法案審議でとりあげられた問題点
　FDIC1Aの審議過程は，法案の提案者であるGAOと，議会の委員会審議に
当って会計および監査に関する専門的問題についての支援をする立場にあった
AICPAとの議論の過程でもある。それというのも，CAOの当初の提案には，
会計プロフェマションにとって，特に問題のある規定がいくつか含まれていた
からであ乱AICPAはそれらに対する反論を展開し・それによって最終的牟
規定内容から，すべてではないが主要な問題点を削除することに成功したとい
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えよう。そのうち，内部統制報告問題に関する論点は以下の3点である⑧。
　GAOの提案では，経営者と監査人は，それぞれが別途に，金融機関の内部
統制のシステムおよび法律や規制への準拠について報告することが求められて
いた。これに従えば，まず第1に，監査人は独自に内部統制を評価し報告する
ことになる。それは監査人が内部統制についての直接的な責任を負うことに他
ならず，会計プロフェッションがかねてから主張し続けている，いわゆる二重
責任の原則に抵触するものであった。この提案に対してAlCPAは，反対意見
を表明するとともに，財務諸表監査とは別に，財務諸表以外における経営者の
意見表明に対して監査人が行うアテステーション業務の一つとして，監査人に
よる内部統制報告書を位置付けることを主張した。また，近々，そのような契
約のためのガイドラインを示すアテステーション基準書を公表する予定である
ことも明らかにしたのである。これは，AICPAが監査人による内部統制報告
書を監査業務本体とは切り離して，付随業務としたい意向をもっていることの
現れである。
　第2の論点は，このGAOの提案が，報告の対象を内部統制システムとして
いたこと，すなわち，報告実体の業務を含む幅広い内部統制システムを想定し
ていたことにある。それに対してAlCPAは，内部統制報告の範囲を，財務報
告に関する統制構造に限定するように主張した。その理由としてAICPAは，
財務報告に関する内部統制構造の報告については，客観的基準（objective
Criteria）がすでに一部設けられており，その他のものも現在準備されている
こと，および報告の範囲を限定することによって報告にかかるコストが削減さ
れることをあげている。監査の対象は情報リスクであって，ビジネスリスクで
はないとするA1CPAの立場からすれば，内部統制の対象が企業の業務全体に
まで及ぶ広範囲な概念とされることは妥当ではないということになる。他方，
GAOのこの提案では，先に述べたように，監査を内部統制の欠陥の発見に有
用な手段，あるいはコーポレート・ガヴァナンス強化の一手段として捉えてい
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たといえよう。この点の食い違いに基づく議論は，FDICIA成立後に再燃する
ことになる。
　第3は，法律および規則への準拠の問題である。AlCPAは，財務諸表に対
するGAASに基づく監査とは別に，次のような条件を満たすアテステーショ
ンの枠組みを設定することを主張した。すなわち，公認会計士の評価能力の範
囲内のアテステーション業務であること，一貫した決定（determi皿ation）を可
能にするために基準を作ることが可能なものであること，および客観的評価を
可能にするために十分精密（precise）であること，という条件である。また，
法律および規貝脆特定しなければならないとも主張した。
　以上の点について，議会は，AICPAの主張を受け入れ＝9；，最終法律案では，
内部統制についての経営者および監査人による報告の規定対象の範囲を，銀行
業務総てに及ぶものではなく，財務報告プロセスに関するものに限定し，内部
統制および特定の法律や規則への準拠についての監査人の報告に当たっては，
GASAEを用いることを要求するものとしたのである。
4．内部統制報告書の一般化
4－1FDICIAに対する反応
　FDICIAの規定によって内部統制報告書が制度化された意義は，単に，金融
機関に対する規制問題にとどまらない。同法の規定は，制定当初から，一般公
開企業の内部統制報告を制度化するモデルとして，その後の展開が予想されて
いたのである。以下，FD1CIAの成立後の反応を整理してみよう。
　まず，規制当局側の皮応である。GAOの会計検査院長あ顧問であるバロー
（Barreaux）は，FDICIAの規定が，将来的には一般公開企業に対する規制に
展開するとの見解を示すとともに，将来的に現在のような会計プロフェション
による監査基準等の設定が続いていくとは思われないと述べている
（An㎝ym㎝s　artide，1992b）。パローの見解のうちの後段の部分は，GAOによ
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るFDICIAの草案において，当初，FDICに金融機関における会計および監査
に関する基準設定権を与えるとの規定が含まれていたことと関連する（注の（8）
を参照されたい）。また，GAOにおける企業の財務諸表監査聞題の責任者であ
るグラムリング（Cramling，Robert）も，GAOには，FDICIAに続く法案提出
の予定があることを明らかにしている（An㎝ymous　article，1992c）。
　次に，会計プロフェッションの反応をとりあげたい。COSOは，その報告書
のなかで，内部統制構造に関する報告について引き続き法案が提出される
（legislative　initiatives）のを期待している旨の見解を示している（COSO，1992，
Framework　volume，p．94）。他方，AICPAにおける自主規制機関であるPOB
（thepublicOversightBoard）も，次のような勧告を行っている（AICPA，
1993c，RecommendatioIl　V－12，p．54．）。
　　　「SECは，登録会社に対して，年次財務諸表が記載される書類に次の報告書を含
　　めるよう要求すべきである。すなわち，1・）会計主体における財務報告にかかわる内
　　部統制システムの有効性についての経営者による報告，および（b〕会計主体における
　　財務報告に関する内部統制システムについての登録会社の独立会計士による報告，
　　を含めることを要求すべきである。」
　これに対して，監査人による内部統制報告について懸念を表明する者もいた。
FDIC改革法が施行されてすぐ，プライス・ウォーターハウスの会長兼杜長で
あるオマリー（O’Ma1ley，Sha㎜F．）は，次のように内部統制報告書の制度化
によって新たな期待ギャップが生まれる恐れがあると述べている（O’Maney，
1993）。
　　　「不正の防止あるいは発見のためと称していくつかの提案が行われているが，これ
　　によって一般の人々のさらなる期待が呼び起こされるであろう。ところが，それに
　　見合った成果はもたらされるものではない。その一つに，内部統制システムの適切
　　性について経営者および監査人の評価を求め，さらに，年次報告書においてそのよ
　　うな評価の結果を一般向けに報告することを求める提案がある。」
　　　「会計プロフェッションは，有意義な改章でなければ，独立監査人の責任をさらに
　　法的に拡張することに乗り気にはなれない。なぜなら，われわれは，監査人の資任
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　　範囲を拡張することによって不合理な期待が喚起され，一層多くの訴訟を生み出す
　　のはほぽ確実だと考えるからである。」
　このような懸念が表明されているけれども，FDIClAの制定後は，一般向け
内部統制報告書の制度化への流れは留ることはなく，会計プロフェッションと
新たにイニシアティヴをとったGA0との聞で，その見解の違いを調整してゆ
くことになった。
4－2GA0とプロフェッションの調整
　すでに述べたように，FDICIA成立後，GAOは，内部統制報告の閥題を一
般の公開企業に拡大してゆく道を検討し始めた。その点では，会計プロフェッ
ション側の見解と違いはないが，経営者報告書のガイドラインとなるCOSO
報告書の内容については，批判的な立場をとっていた。会計検査院副院長であ
るシャピン（Chapin，Dona1d　H．）がCOSOの委員長であるメイ（May，Robert　L．）
にあてた書簡の中にそのことが述べられている。
　　　「われわれは今後とも，議会と内部統制構造問題の最終的解決に影響を及ぼしうる
　　人々に対して，その法律［二FDlClA］の中で示されているモデルを提唱し続けて
　　ゆくつもりである。われわれは，そのモデルを適用することによって，内部統制を
　　強化し，コーポレート・ガヴァナンスおよび一般投資家向けのアカウンタビリティ
　　（public　acc㎝nt証bility）を強化するためのより包括的なアプローチを提供すること
　　になると考えている。明らかに，投資家および合衆国政府をより一層保護するため
　　には，COSO報告書をこえて法偉の制定という行動が必要である。」（Kelly，1993，
　　P．18）
　GAOの主張点は，次の二つにあった。すなわち，少なくとも公開企業につ
いては，内部統制報告についての経営者報告書を義務づけること，ならびに，
そのような報告書は，COSO報告書が財務報告統制と呼ぶものだけでなく，
「資産の保護に関する統制」（controls　re1ated　to　safeguardi㎎assets）とよん
でいるものをも対象とすることである。会計プロフェッション側からすれば，
第1の点は問題ではなかった。FDICIAの実施基準であるCOSO報告書および
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二つのSSAEによって，一般企業における内部統制報告書にも対処すること
ができるし，COSO報告書においても，GAOと同様の見解が示されていたか
らである。一方，内部統制の範囲については，両者の見解に大きな隔たりが
あった。この問題に対処するために，GAO，AICPAおよびCOSOから代表者
が集まり，ワーキンググループが形成された。本論文は，内部統制概念や内部
統制報告の対象を検討することを目的としていないので詳述は避けるが，その
調整は，1994年に最終的な合意に達し，COSO報告書に内部統制概念を明確化
するために補遺（addendum）を追加することによって，GAOもCOSO報告書
を受け入れることになったllo。ここに，COSO報告書と二つのSSAEによる制
度的な枠組みについての関係者問の合意が形成されたのである。
5．間題点の考察
　以上，FDlCIAの制定を中心として，内部統制報告書問題の展開過程を検討
してきた。その論点を整理してみると，まず，監査人による一般向け内部統制
報告書が実施段階に入ったことの意義が問題となる。従来，SASにおいては，
監査人が監査の過程で気付いた内部統制上の重大な欠陥を経営者に通知するこ
とが規定されていた。これは，マネジメント・レターの慣行を制度化したもの
に他ならない。このような通知問題としての内部統制報告は，極めて内部的な
性質のものであり，たとえば，監査人が内部統制に関してどのような改善勧告
をし，それに対して経営者がいかに対応したのかなどについては，外部者には
知る由もなかった。それに対して，監査人による一般向け内部統制報告書は，
外部向けの報告であり，通知問題とは性質が異なる。内部統制報告書の内容は
公のものとなり，それに伴って，監査人の責任も拡大したことになる。
　次に、議会によるイニシアティヴの点が問題となる。一般向け内部統制報告
は，かづてSECもその提案によって制度化を図ろうとした問題であった。そ
れが，議会，すなわち法律による規定を契機として事態が展開していった点が
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重要である。GAOによるFDIClAの草案や同法成立後のコメントに見られる
ように，規制当局側としては，会計プ1コフェッションが墓準設定にイニシア
ティヴをとることへの不信の念があったといえよう。会計プロフェッション側
が，内部統制報告問題について，SEC提案以来，常にSECや議会の動向に対
応を図るといった後手後手の姿勢でのぞんでいたことが，規制当局に，プロ
フェッションによる基準設定への疑念を生じさせたとも考えられる。また，問
題について理論的アプローチによる包括的な取り組みが行われるのではなく，
法律的なイニシアティヴによって箏態が展開していったというという点も問題
である。これによって，今後また，状況の変化によっては，同様の展開が見ら
れる可能性もあるということになるからである。
　さらに，FDICIAの成立経緯も問題であったといわねばならない。同法の制
定の出発点は，税金の無駄な支出につながる金融機関の倒産を防止するために，
金融機関におけるコーポレート・ガヴァナンスを強化するということであった。
かつて監査手続書（Statement㎝Auditi㎎Procedure）No．49『内部統制の報
告』（肋o碗榊∫肋榊10o粥物1）において，一般向け内部統制報告書の有用佳
が検討されたものの明確な結論を示すことができず，その後のSEC提案対し
ても，そのような報告書の有用性について疑念が示されていた。それに対して，
FDIαA以降の議論では，有用性を第一義とした議論ではなく，経営者不正問
題への対処を第一義として議論が展開された。そのような制定の趣旨と，議会
による法的イニシアティヴ，し券もそれが金融制度改革の中に位置付けられて
いたという要因が重なって，内部統制報告に要するコストとそれによってもた
らされる有用性の上ヒ較衡量という議論を離れて事態が進展していったともいえ
るであちう。
　監査人の位置付けの問睡も重要である。これまで見てきたように，議会や
GAOは，監査ないし監査人を．内部統制の欠陥や経営者不正の発見手段とし
て位置付け，経営者報告書のアテステーションによってそれが可能となると考
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えていることは明らかである。プロフエッションの側には，ビジネスリスク，
二重責任，監査手続といったそれなりの論理があることは理解できるけれども，
法律レヴェルで問題とされるのは何よりも実効僅である。納税者保護という趣
旨で設けられた制度が，たとえば，再び金融不様事によって限界を露呈したと
なれば，機能しないシステムに替わる新たなシステムが模索されることになる。
内部統制報告を監査人の付随業務の申に位置付け，さまざまな法的責任の回避
ばかりを念頭において規定の限定を図れば，監査が機能しないシステムとして
認識される恐れさえあると考えられる。
　最後に，内部統制報告書の制度は，施行されたばかりで，その成否について
論じるのは時期尚早であるが，それに関する一つの実態調査の結果を示してお
きたい。Verschcor（1995）によれば，アメリカの企業規模の大きな上位300社
の1993年度株主宛年次報告書について調査したところ，次のような結果が明ら
かとなったという。すなわち，調査した企業の80％以上が，経営者による内部
統制報告書を掲載し，そのうちの大半が内部統制の有効性についての経営者の
見解を載せていた。しかし，それらはCOSO報告書が示す形式の内都統制報
告書とは大きく異なったもので，COSO報告書形式の内部統制報告書を発行す
ることが義務づけられている金融機関においてもその点は同様であった。また，
監査人によるアテステーションを掲載しているものはほとんどなかったという。
このような調査の結果はいかなる意味をもつのであろうか。少なくとも，この
調査時点では，内部統制報告書の枠組みが企業側には十分には受け入れられて
いないということが指摘できよう。今後，今般の枠組みに従った開示が行われ
るようになっていくのか，あるいは，枠組みの見直しが図られることになるの
か，また，もし見直しがあるとすれば，その場合の規定は，法律によるのか再
び基準に求められるのか。これらについては，今後の推移を見守るしかない。
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6．おわりに
　本論文では，内部統制報告書の歴史的経緯を検討対象とし，その内容，形式
および手続きは扱わなかった。これらについては稿を改めて検討したい。また
従来は，マネジメント・レターないし内部統制に関する監査人による通知は，
内部的なものであるため企業にとっての秘匿性が高く，そのデータを簡単に入
手することはできなかったO功。しかし，一般向け内部統制報告書については，
公表されたデータをもとに実証的研究も可能である。
　また，監査人による内部統制報告は，経営者不正に対処する目的で制度化が
進められたと考えられるが，そのような監査人の報告が要求されることによっ
て，経営者の不正にどのような影響を及ぼすか，ひいては，経営者と監査人の
関係にどのような変化をもたらすのか，という問題についての考察も進められ
る必要があるω。
　さらに，アメリカにおける一般向け内部統制報告書の制度化の議論は，アメ
リカ以外の国々にも影響を及ぼしている。英国においては，コーポレート・ガ
ヴァナンスを扱ったカドベリー委員会による報告書において提起され，カナダ
においては，マクドナルド委員会の報告にその規定が見られる。これらの国々
における制度化の進展はまったく異なるものであったが，その背景となるそれ
ぞれの国の状況や制度化の方法を吟味することも重要であろう。
　その他にも，検討すべき間題は数多くあると思われるが，上記の点も含めて
そ・れらは今後の研究課題としたい。
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注ω　ここでいう新SASとは，監査におけるエクスペクテ」ション・ギャプの問題に対処するため
　　に，AICPAの監査基準審議会によって1985隼以来続けられてきたプロジェクトの成果として
　　1988年に一度に公表されるに至った，10のSAS、すなわち，SAS　N．s52－61を嘉している。
　（2〕この提案は，AlCPAによって設置された「監査人の責任に関する委員会」（th僅Com皿issi㎝on
　　A皿dltors・艮esp㎝sibilities）が前年に公表した最終報告、いわゆるコーエン報告書の内容に影響
　　を受けている。同報告害は，以下のような勧告を行っている（pp．wi，i，xxv，60イ3邊皿d62－63）。
　　・経営者が，経営者報告書くa凧帥agement岬ort）において，内部統制の整備・運用の状況と，
　　　内部統制における弱点の修正を求める監査人の勧告に対する経営者の対応，を開示すること。
　　・監査人は，監査報告書において，経営者報告書における内部統制についての経営者の陳述に同
　　　意するかどうかについて，および修正されないままの内部統制における重大な弱点が経営者報
　　　告書で明らかにされていない場合には，その弱点について，言及すること。
　　　また，1979年には，財務担当役貫協会（Fmncia…E■ecutives1皿stltute）とAICPAのr内部会
　　計統制に関する特別諮問委貫会」（theSpecial　AdvisoryCo㎜皿itt連eo皿一ntemal　A㏄㎝耐ingC㎝一
　　trol，通称，ミナハン委貝会）から，それぞれ内部統制についての報告書が公表されている。前
　　者は，コーエン委員会によって提案された，経営者報告書における経営者の内部統制に対する責
　　任と評価についての陳述の開示を，同協会に加盟する企業に奨励している。（ただし，その強制
　　や監査入の関与については反対。）また後者が示した内部統制についての概念は，SECによって
　　示された内部統制の評定のための「概念要素」（conceptua－ele醐ent）という枠組みに取り入れら
　　れてい乱したがって，これら二つの報告書は，コーエン報告書とともに，SECの提案の内
　　容とその提案を行う環境作りの面で大きな意義をもっているといえよう。（詳し＜は，Beresford
　　口980］を参照されたい。）
13）1988年のSECの提案は，いわゆるトレッドウェイ報告書の勧告内容に影響を受けている。同
　　教告書は，’1980年代に金融界で発生した多くの企業倒産を契機としてAICPAを中心とした諸団
　　体によって設立された，「不正な財務報告に関する全米委員会」（the　Commissio皿㎝Fraudu1帥t
　　Fmanclal　R直porti㎎）が，1987年に公表したものである。その勧告内容は，財務報告における不
　　正の発見に監査人が積極的な役割を果たすべきであるという見解から，内部統制に関する報告の
　　悶題についても，以下のように，コーエン委員会以上に積極的なものとなっている（p，44and
　　P．57〕。
　　・経営者は，経営者報告書において，内都統制に対する経営者の責任，その責任の遂行状況、お
　　　よび内部統制の有効性についての経営者の評価を示すこと。
　　・監査人は，監査報告書において，監査人の実施した内部統制の調査・評定の範囲の説明と，
　　　経嘗者報告書における内部統制に対する経営者の評価と監査人の評価が異なる場合にはそれに
　　　ついての言及、を行うこと。
14）この法案に先立って，1986年5月（H．R．4886），1986年8月（日．R．弘39），および1988年8
　　月（㎜ωed　diScussi㎝draft〕にも，彼らによって，同じ趣旨の法案が提出されている。
15〕その後，FD！CIAの成立後のことではあるが，圃法案は，内容を改訂して，1992年に上程され
　　た（H．R．4313）。それは，以下のような規定内容をもつものであった（Ano叫mousartlde，
　　1992a）。
　　・監査人は，経営者によって適時に訂正あるいは報告されなかったいかなる不正も，SECに報
　　告しなけれぱならない。
　　・SECは，監査人が，違法行為を発見し報告する方法，関連する利害関係者取引を同定する方
　　　法，および事業主体のゴーイングコンサーンとLて存続する能カを評価する方法を規定しなく
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　　てはならない。
　・セーフ・ハーバー（safe　harbor）規定として，1996年1月1日以降に始まる会計年度まで，監査
　　人の義務を不正行為の報告に隈定する。
　　この改定案は，亘．R．3ユ59と同様に，下院は通過したが，その年の秋に上院で廃案となった。
　ここでは，提案者の問題意識が内部統制から不正の発見やゴーイングコンサーン間題へと変化し
　ていることがわかる。
16〕銀行に対する連邦預金保険のために，FDICによって管理されている基金。
17〕CoSOは，AICPA，アメリカ会計学会（Amenc加A㏄ountl㎎Assoclationl　AAA），内部監査人
　協会（theInstituteofIntemalAuditors1nA），管理会計協会　（the－nst1t肚ofManagement
　A㏄ountants　IMA）．および財務担当役員協会（the　Fi皿anci割1Ex㏄utives　I日s伽te・FE1〕によっ
　て後援され，財務報告にかかわる内部統制についての経営者報告の基準および形式について研究
　した。
㈱以下における事実関係の記述は，Mora釧o　a口d　Gr醐（ユ992）によっている。
／9〕議会においてAICPAの主張が受け入れられなかったものもある。それはたとえば，大規模金
　融機関の四半期報告書のレヴユーの規定や独立の公認会計土による隈定意見（q皿ah丘CatI㎝S）の
　規定が，CAO提案のまま残されたことなどである。
　　また，内部統制報告問題ではないが，当初の草案では，規制当局（＝FDIC）に監査規定およ
　び会計原則の設定権限を与えるという規定がおかれていた。これについてAlCPAは，FDlCは，
　追加的な開示や規制当局への報告書によって，FDICの求める情報を得ればよいと主張し，議会
　もこの規定を削除することに同意した。その他にも，ピア・レヴユーの義務づけ，四半期財務報
　告，法的貢任，および監査人とクライアントの関係などについて議論があった。詳しくは、
　Morag1．o　and　Gre㎝（1992〕を参照されたい。
O⑪最終含意の内容については，St直iobe㎎（1994）を参照されたい。
（1刀なかには，Walla㏄（1992）などのようにレターを扱った実証研究もあ孔
（12Nekrasz（1993〕は，この間題について，ゲーム理論のアプローチで考察している但
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